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1 はじめに
18 ~ 19世紀の産業化の波によって形成された先進資本主義諸国の伝統的産業地域の多くは， 1970 
年代以来，衰退局面に立たされ，産業転換の途を求めてきた.西欧工業国においては従来からの産炭
地域や鉄鏑業地域の経済的衰退・構造再編が顕著であった.就中，仏独伊およびベネルクス 3国の産
業地域は， 1950年にシューマン・プランが発表されて以降，欧州石炭鉄鋼共同体 (ECSC)の政策決
定にある意味で、翻弄されきてきたとも言える.共同体による「選択的設備投資jとも言える蕗線の中
で，産業地域の盛衰が明瞭になってきた.そして，今8，EUの統合および、今後の拡大の中で，ヨー
ロ yパの産業地域には新たな局面に立たされている.
本報告では，フランスの最も著名な産業地域の一つ，ロレーヌ地域を一つの衰退産業地域ととらえ
て，その地域動態について論じる.筆者はすでに前稿(小田， 2000) において，ノール・パドカレ地
域の産業転換について検討した.そこでは，フランスの北東部における産業転換政策は， EU統合の
枠組みの中で，単に国土の縁辺地域の地域経済対策という以上の意義，すなわち，フランス北東部を
ヨーロッパの中軸に位置付けて開発しようという戦略とも連動していることを指摘した.本稿ではロ
レーヌ地域においてこのような動きを看取すべく，いくつかの開発事例中心にして，衰退産業地域た
るロレーヌがヨーロッパの中軸地帯の中で 何らかの役割を分担し得るのか否かという問題意識を念
頭におきながら検討ーしていきたい.
ロレーヌ地域において 産業転換に直面している地域として，狭義にロレーヌ工業地域とよばれて
いる鉄鋼業地域， ザール炭田よりフランス側にも繋がる産炭地域，さらには，ボージュ地方のサン
デイエ，エピナルを中心としたボージュ地方の繊維工業地域の 3つが挙げられる(第 l図).いずれ
の地域も雇用問題を中心とする地域問題に直面する地域であるが，本報告では，狭い意味でのロレー
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Eヨ鉄鋼業地域
図産炭地域
図繊維工業地域
第 1図 ロレーヌ地域における鉱工業地域位置l:m
(Clout， 1986， p.68のFig.5.5を基に作成)
すなわち鉄山および鉄鋼業地域を中心に検討する.本図のうち 鉄鋼業地域はかつてのヌ工業地域，
メスの西側に広がる北部したものであるが，大きく区分するとすれば，を鉄鉱石採掘区域(鉱区)
ナンシーを中心とした南部鉄鋼業地域にわけられる.鉄鋼業地域，
その鉱工業地域の形成とくに北部鉄鋼業地域に重きをおいて，ロレーヌ地域の中でも，以下では，
そして産業転換政策の動向を数例の再開発地区の事例にふれながら論じることとしおよび衰退過程，
たい.
口レーヌ鉱工業地域の形成と衰退E 
鉄鉱石採掘および鉄鋼業の展開
?
?
? ?
その東部に位置するモーゼル丘稜中に鉄鉱床が存パリ盆地を中心に層序をなすケスタ地形のうち，
これが本地域の工業化の基礎をなした.その採掘の歴史は古く 1700年のアヤンジュ鉄山の開在し，
1にまでさかのぼるが，本格的な鉄UJ開発と鉄錦業の勃興は19世紀半ばを過ぎてからである.
円弧状に拡がるモーゼル丘陵付(第2図)， 北部鉄鋼業地域における鉄山の採掘開始年次をみると
近で最も開発の歴史が古く， I時代が新しくなるにつれて西方のロレーヌ平原上における分布が顕著で
このことは，本地域がパリ盆地を中心とするケスタ地形の外局部に位置していることと関係しある.
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第 2国 北部鉄鋼業地域における操業開始年次~Ijにみた鉄山の分布
it 1) 1945:'ijミtJ，IW'に採掘がわ二われていた鉄ILを記載.
it 2) I~Jljl の際高級は 300m.
u: 3) A 地点 .B地点は， 第31図羽のA.Bにそれぞぞ、れ士対;J打j
(Na山vet，1997，所1j又の鉄山一覧表より作成)
ている. ロレーヌの3失鉱床はジュラ赤己のケスタ層 I:jJのH問責i主主?と鉱床で、ある.地質IfJi-TIu@にみるように
(第 3Ijgl) ，鉄鉱床の深度は西部ほど大きく，東部ほど小さく，ケスタ崖もしくは断層崖，あるいは浸
食崖に露頭をなしている.当初は，ケスタj監を横にほり進む形態で鉄鉱床の採掘が進められたが，の
ちに丘陵上の王子担問から竪坑で採掘する形態へとかわっていった.そのため， 19世紀にはケスタ
に沿って円弧状に鉄山が分布していたのに対し， 20 世紀にはその一凶方の平坦部へと拡大した.
19世紀半ばに始まったロレーヌの大規模工業化は 1870年の独立、戦争によって中断した.本地域の
北東部分はドイツの手中にあったが，欽iJJと鉄鋼業は新しい国境線の南部および北部の双方で発展し
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た. とくに， リン分を除去するトマス製鋼法の開発 (1878年)によって鉄鋼業の発展に拍車がかかっ
た.上述したようにロレーヌ鉄鉱床は堆積性のそれであるため，そこから産出される鉄鉱石はミネッ
ト鉱と呼ばれるリン分などの不純物を含んだものであった. トマス法の開発は，そのような問題点を
克服したのである.
その後，ロレーヌ地域は，ベルサイユ条約(1919年)によってフランスに復帰し， 1940年から
1944年にかけて再びドイツに支配されたが，第2次世界大戦にf*って石炭および鉄鉱石の採掘，鉄
鋼業，化学工業，繊維工業を合む，伝統的な経済基盤が出現した.
1940年代後半には これらの産業は戦後復興に多大な貢献をした.本地域の鉄鋼業は1960年代か
ら1970年代前半には全盛期を迎えた(第4図).即時期には30鉄山より鉄鉱石が採掘され，鋼鉄生産
は年 11~]1300 ~ 1400万tを記録し その生産量は国内生産量の60%にも及んだ. 1963年には鉄LIJと鉄
鋼業で、約1万人の従業者を数えた.第5図は鉄鋼業の斜陽化がはじまった直後の1977年における鉄
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第 3図 北部鉄鋼業地域の地質断頭 l~l
注) I~I 中のA.Bは 第2圏中のA地点 .B地点に対応する
(ロレーヌ鉄山博物館展示図録より作成)
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第4図 ロレーヌ地域における銑鉄および鋼鉄生産量の推移(1949~ 9年)
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注)銑鉄の69年以前はデータ欠.
(Communaute europeen du charbon et de l'acieτおよびINSEE資料より作成)
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なおも 10数カここに示しているのは2，000人以上の事業所だけであるが，
所の製鉄月fが操業していた.
UJ・製鉄所を示している.
本地域の鉄鋼業の生産効率の悪さはすでに1950年代には露呈しはじめ， 1950年代末から従来のト
生産性の上昇が計られた.へと設備更新を行うことで，マス転炉から純酸素!次仁げ転炉 (LD転炉)
(Gehring et Saint山Dizier，LDij記炉による鉄鋼生産の割合は， 1970年代半ばには全生産量の過半に達した
ダンケルクやフォスの臨しかし， 1962年の欧州石炭鉄鋼共同体の決定により，1983a， pp.231-233) . 
計五:製鉄所への設備投資が優先され，本地域の高炉および鉄鋼生産設備の根本的な刷新は見送られた.
1970年代から80年代には大規模な合理化の1寺これによって，本地域の鉄鋼業の低生産性が露呈し，
とくに1977年にパール首相が発表した産業合理化計画は重大な転機になった. 1979年代が訪れた.
にロングウィで勃発した鉄鋼労働者の暴動は雇用不安を象徴する事件であった.単一産業都市ロング
ウィでは， 1974年以来， 3，000人の雇用を減少させていたが，残る 13，000人の鉄鋼労働者のうち 7千
人の削減計画が実行された.
ユジノールおよびサシロールミッテラン政権は主要な鉄鋼企業の I~I有化を成し透げ，製鉄所群は，
1984 j~三にはの二大グループへの再編が行われる.国有化政策は雇用不安を一掃するかにみえたが，
ロレーヌ地域は「ミッテランの現実的くも同大統領が国営企業の人員削減方針を打ち出している.
1975年になおも 9万人を擁していた鉄山および欽とさえ表現されている.転向jの1義牲になった，
一連の閉鎖・規模縮小によって1985年に4万5千人， 1992年には 275'1千人まで鋼労働者の数は，
鉄鋼業による雇mはソラメク社はじめとする約 8千人を残すのみであり，1999年現在，減少した.
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第6図 ロレーヌ地域における鉄鉱石産出量の推移(1970~ 1999 ilミ)
(1977年まで Bureaude documentation miniere， 78 年 ~82 :í' 1ミ Groupement des 
Entreprises et Minieres， 83年以降:INSEE資料ーより作成)
約300年間継続されてきた鉄鉱石採掘も 1997年 7月31日のモンルージュ鉱山閉山によって完全閉山
となった(第 6図). 
ll-2 産炭業の展開
ドイツ側のザール炭旺!と-続きの石炭層をなすロレーヌの炭lJI地域は，本来，ザール炭FEIの一部と
みなすべきであるが ここではロレーヌ炭田と表現することにしたい.本地域の石炭層もまた傾斜し
て拡がっており，ザール)1の沿岸では地表より数十mの深度に石炭層が位置するが，南西方に離れ
るほど深度は大きい.その深度はFaulquemont付近で、約400m，Folschviller付近で、約800mである こ
のような地質構造が起因して，約300km2のHBL鉱区で 6億tの推定埋蔵長にも関わらず，南iN部の
炭坑は早いl時期に閉鎖されている.
ロレーヌ炭田における鉱区の設定は18世紀以来匂再度こころみられたが，今日のフランス側で実際
の採掘がはじまったのは1856年のことである.ロレーヌ炭田は， 20-1企紀の後半期なってようやくノー
ル・パドカレや中央高地の炭田と並ぶフランス屈指の産炭地域となったのであり，その開発の始まっ
た当初は，わずかな量が産出されていただけであった. 1870年におけるロレーヌ炭出の産炭量は 19
万5千tであり，フランス国内生産のわずかに1.5%を i主めていたに過ぎない.
同年に勃発した仏独(普イム)戦争によって，本地域はドイツに領有されることになったが， ドイツ
支配下において本地域の石炭生産は急伸した. 1873年の31万t. 1900年の115万t，1913年の38075t 
を経て，ベルサイユ条約によってフランスに領有権の移った翌年の 1920年には，ロレーヌ炭田の産
炭量は白内生産量の10%に達していた.さらに今日のドイツ側のザール炭EIをもフランスが実質的
に支配した 15年間にも，ロレーヌ側での鉱区拡大によって生産は順調に拡大して， 1938年には，年
産674万tを記録した (Gehringet Saint-Dizier， 1983a， p.212-213). 
第2次世界大戦後， 1946年に各炭坑は，国営企業HBL(Houilleres du Bassin de Lorraine)へと一
元化された.国有化後， 1950年以降の産炭量は，第 7図に示す通りであるが， 1964年に 1，560万tと
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第7図 ロレーヌ炭出における産炭量の推移行950~ 1999年)
(HBL資料ーより作成)
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はピークに達した.当時，生産量の約 4割は製鉄用コークスの原料として用いられていた.ま
た，同年においてロレーヌ炭田の炭坑労働者の数は約4万人であった.
1960年代後三!とからロレーヌ炭田は生産縮小期に入り， 1970年代後半から 1980年代前半にかけては
一時的に横這い傾向を示すが 1980年代後半以降は 再び大幅な規模縮小に直面している. 1999年
の は， 367万tであり，第一次世界大戦前後の生産規模に戻っている.産出される石炭の月l途
も，製鉄用コークスの供給に重きを置いていた全盛期とは異なっており， 1994年現在， 55%が火力
発電別に}苦し 1られている.コークスに使用される割合は15%にすぎない.
炭坑労働者の数も減少の一途をたどっている， 1982年に約 2万4千の労働者がなおも就労してい
たが， 1991年の 12，494人， 1996年の9，388人を経て， 1999年には6，633人となり，全盛期の約 6分の
lの雇用規模となっている.
今後， 2005年にはロレーヌ炭田は完全閉山になることが決定している.
立-3 産業および雇用の動態
INSEEの雇用推計に基づけば， 1999年現在，ロレーヌ地域における鉱工業従業者数は約17万9千
人で、ある.同地域は，鉱工業の最盛期にあたる 1962年には約34万人の従業者を擁していたのであり，
37年間で約16万人， 1年当たり 4，300人のペースで雇用機会が減じられてきたことになる.とりわけ，
1970年代後半から 1980年代前半にかけてはその減少が最も顕著であり， 32万6千人(1975年)から
26万3千人 (1982年)と 7年間で 6万3千人減じている.
1989年の99年の10年間で比較してみると(第 1表)， 10年間で3万9千人の雇用が減少しており，
その減少割合は一時よりは鈍化しているが，依然として産業構造調整は継起しているとみてよい.業
種別にみると，金属・金属製品(1.6万人減)，繊維・衣服・皮革(9千人減)，石炭・燃料(8千人
j成)の )11買に雇用を減少させており，逆に自動車 (3 ，900 人j:1~) ，電気・電子(1，600人増)などの業種
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で雇用を拡大している.素材型および日用消費財型業種から加工組立型の業種への構造転換が明僚に
表れている.
このような鉱工業雇用の増減は地域間で比較しでも政行性を帯びている(第 81~) .最も雇用減少
の著しい地区は，テイオンピル地区(11，077人減)，続いてバサン・ウィユ (7，441人減)である.こ
れらの 2地区は減少率でも群を抜いており，それぞれ32%， 23 %の減少率である.ロングウィ地区
は，絶対数としては2，461人の減少にとどまっているが，率としては33%と最大の減少率を示した.
第 1表 ロレーヌ地域における鉱工業従業者の業種別構成の変化 (1989・99i!三)
食口
繊維・衣!JI~ .皮革
家庭JlJ品
自動車
機械
電気・電子(部品を含む)
木材-紙
化学・ゴム・プラスチック
金属・金属製品
燃料・石炭
上記以外の業種
1989 i: 
21，988 
20，316 
15，169 
16，933 
16，739 
9，475 
12，035 
13，769 
47，595 
14，873 
29，247 
218， 139 
1999 ij三
19，632 
11，170 
12，520 
20，801 
14，898 
1，070 
12，294 
13，347 
31，264 
6，673 
25，572 
179，241 
増減 増減率(%)
-2，356 -10.7 
-9，146 -45.0 
2，649 -17.5 
3，868 22.8 
1，841 -11.0 
1，595 16.8 
259 2.2 
-422 -3.1 
-16，331 -34.3 
-8，200 -55.1 
-3，675 -12.6 
-38，898 -17.8 
(INSEE -Estimations d'emploi， より作j主)
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第 8図 ロレーヌ地域における地区別にみた鉱工業従業者数の変化(1989-99年)
(INSEE -Estimations d'emploi，より作成)
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他に，ナンシ一地区でも約 6千人の鉱工業雇用が減少しているが，この場合は 第2次雇用の減少を
第3次雇用の増加がある程度まで吸収しており，産業衰退による地域経済問題が甚だしいのは，北部
鉄鋼業地域のテイオンビルおよびロングウイ，パサンウイユすなわち産炭地域の 3地ほとみてよかろ
っ.
これらに対して，鉱工業雇用が10年間に増加しているのはブリエおよびサルグミン地区であり，
それぞれ， 841人 (24%)増， 2，578人 (44%)の増加である. ifij J也iまとも代替産業として自動車産
業が導入されたことで共通している.ブリエ地区にはルノー系列の組立工場 サルグミン地区には
MCCフランス社が進出している.MCC (Micro Compact Car)社はドイツのダイムラ一社とスイスの
スウォッチ社の合弁によって設立された企業であり 総排気量598ccの軽乗用車Smartを製造してい
る.同社はサルグミンの中心部より南方の 7kmの地点 (Hambach)へ1994年10月に立地決定， 1997 
年10月に工場竣工の後， 1998年 7月に操業を開始させている.これによって，向社による直接雇用
700人およびシステムパートナーと呼ばれる部!日サプライヤ-8社による 1，100人の言十1，800人の雇用
が新しくもたらされた(従業者数は2001年7月現在). 1，800人のうち80%が元失業者であった.
統計的な分析に戻ろう.失業率という観点からすれば， 1984年に地域経済状況は最も深刻な状況
に陥った(第9図).とくに同年における北部鉄鋼業地域および繊維工業地域の失業率は著しく，ブ
リエ地区18.6%，サンデイエ地区14.0%，チオンヴィル地区12.2%，ロングィ地区11.9%であった.
これに対して，都市部では失業率は比較的小さい値を占めており，メッス地区7.6%，ナンシ一地区
8.2%であった.参考までに，同年のフランス全体の失業率は9.8%，ロレーヌ地域全体では10.1%で
あった.
t.:)、後， 1999'fj三までに北部鉄鋼業地域の各地区やボージュのサンデイエ地区の失業率は改善されて
きた.鉄鋼業地域iやでもっとも失業率が高い値を示すテイオンピル地区でも 11.5%であり，極端に高
い失業率を示す地区は認められなくなった. しかし，これはロレーヌ地域でイ'-t替産業が)順調に発展し
て，大量失業の危機から脱したことを意味している訳ではない.ロレーヌ地域全体としては依然
10.2%の失業率があり， 1984年から比べると 0.1ポイント増加している.北部国境付近の各地区では
3) 19S4{jミ b) 1999年
13.7壬盟
11.4孟盤<13. 7 
9，2孟日 <11.4
口くり 2
第9図 ロレーヌ地域における地区別にみた失業率 (1984/99年)
(INSEE -Estimations d'emploi， より作成)
140 
失業率は確かに減少しているのではあるが，これは後述するように国境を越えた通勤者の大幅な増加
と，一方で都市部への人口流出が失業率が値を下げているに過ぎない.これによって，メッス地区や
ナンシ一地底では，失業率が大幅に上昇しており， 1999年におけるそれぞれの値は， 10.9%， 10.5% 
である.
車 産業転換政策の展開と産業遊休地整備
面-1 ロレーヌ地域における産業転換政策の展開
ロレーヌ地域の産業転換政策は 1960年代から 70年代にかけてすでに始動していた.とくに産炭地
域においては代替産業の育成が早い時期から行われ，化学工業やプラスチック工業や電子工業などの
導入に試みられた.とくに 産炭地域に位霞するカールランはもともと石炭化学の拠点であったが
1962年には石油化学コンビナートの機能をも付加することになったことで知られている.
その後の経済不況によって，ことに鉄鋼業地域の新たな雇用創出ははばまれるが， 1970 年代にな
ると自動車産業が重要な雇用機会として注目されるようになる.メッス付近へはシトローエン=プ
ジョーグループのエンジンおよび変速器工場 ブリエ地i玄のパティリィにはルノー系の組立工場が進
出した.イ也にも，ロングウイ地区のヴェレル・ラ・モンターニュにはシトローエンェプジョーのア
ルミ鋳造工場，サルグミーンにはGMのバッテ 'j1)ー工場などが進出した.新たな雇用機会は生まれ
たが，隣国からの通勤者の流入，フランスの他地域からの若年労働力の流入に伴って，それらは失業
率の低下に直ちには結び付かなかった (Gehringet Saint心izier，1983b). 工業団地も 1970年代に集i十l
的に整備されている.
その後， 1970年代末期から 80年代前半にかけての I~士整備の停滞期において，同時期の椛済危機
も相侠ってロレーヌ地域を含め， 1司自の産業転換を必要とする地域の実情はいっそう深刻なものとなっ
た.大面積の産業遊休地の発生は 雇用問題のみならず 汚染物質の放置 景観悪化など都市計画上
の重要課題としても認識されるようになった.DATARが1985年に実施した調査によると，フランス
全土に約 2万haの産業遊休地が発生し，その半数の約 l万haをノール・パドカレ地域内に位置する
遊休地が占め，これに続いて2，300haをロレーヌ地域内に位置する遊休地が占めていた 1)
1984年には，政府による「転換の極」が全i玉!日ヵ所に計画され，本地域においては北部鉄鋼業地
域および南部鉄鋼業地域がその対象となった(第10図).これを承けて，本地域における1]・地域間
契約の第2期(1986~ 90年)の13襟に「ロレーヌ産業遊休地整備政策jが掲げ、られ， 1986年からは
EPML (ロレーヌ大都市圏整備公社)が産業遊休地の整備・再開発を手掛けることとなった.EPML 
は1973年に発足した組織であり メスおよびナンシーを中心とする大都市圏域の 109コミューンを基
本的な整備区域としており， 1987年に製鉄業地域， 88年に炭田地域およびミューズ地方の繊維工業
地域の産業跡地整備に着手した.
EPMLによる整備計画を財政的に後押ししたのが， DATARの推進する PACT(白土集中整備プロ
グラム)Jであり， 1989年には， r北東アーチの都市PACTJによって，ロングウイ盆地，ファンシュ
河谷およびオルヌ河谷，ボンベイ，ヌーブメゾン，ボージュ繊維地域の 5地区が地域指定を受け，社
産業遊休地整備
E製鉄所跡地
A 鉄山跡地
@製鉄所・鉄山跡地
O その{也
勢多 主要都市
。6・.. 
f I 「転換の樫」 指定区域、J
司"・.v;f"削川…"川附"削"
iしg“削削川s“川"川"川'
① ロングウィ地区
② ファンシュ河谷および
オルヌ河谷地芭
③ ポンペイ地区
④ ヌーヴメゾン地区
④ 
第10図 ロレーヌ鉄鋼業地域における産業転換政策
(DATARおよびEPML資料より作成)
会資本整備のプライオリティを獲得した.
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なお， EU地域政策では， 1988年の情造基金改革以降，北部鉄鋼業地域から産炭地域に至る一祐二が
「丹十~~ 2 (衰退産業地域)Jの指定を受けたほか，ロレーヌーザール一酉プファルツおよびワロニー
ロレーヌールクセンブルグの 2計muがインターレグ計画に組み込まれた2)
ロレーヌ産業遊休地整備政策の第 1~t)j .第2期計画の対象となった97ヵ所， 3，076haの産業遊休地
のうち， 53ヵ所2，200haが製鉄業地域に位置する.さらに製鉄業地域の2，200haのうち， 28%にあた
る616haの区域で産業団地 (ZAC)が整備された.その他， 24%が!当然植生の回復， 14%で、公|董!や社
会文化施設への転換がはかられた.北部鉄鋼業地域における産業団地への転換の代表例として，ナン
シーの北部に位置するポンペイ工業団地やロングウイ地区の国際産業団地 (PIA)が挙げ、られる.
回一 2 ボンベイ地区の整備事業
ボンベイ地区は，ナンシーとメッスを結ぶ主要交通事h上に位置する関与を拠点である.行政区分J:.，
本開発地区はムルト・エ・モーゼル県ナンシ-1:1[~ に属し， Pompey， Frouard， Custinesの3コミュー
ンにまたがっておよがっている.ボンベイ ZAC(集中整備ゾーン)も他の開発地区の多くと同様に製
鉄所の跡地を利用した開発整備であるが，関係位置上の優位性も手伝って，ボンベイ 1~8~eは，ロレー
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ヌの産業遊休地整備の中でも最も成功した事例として， しばしば紹介される.
本地区の産業化の端緒は，鉄山開発にある.ボンベイ地i玄に北隣するマルパシェ鉄山は1856年に
会社発足後， 1860年に採掘を開始し 3) とくに独仏戦争後，フランス領内において鉄鉱石が採掘で、き
る重要箇所として発展がもたされた.ボンベイ製鉄所は1872年に操業が開始され エ yフェル塔の
鋼材を供給したことで知られるロレーヌ地域でも有数の製鉄所の一つであった.マルパジェ欽UJは
1957年に閉UIとなったが，ポンペイ製鉄所は，全盛期の1964年には5，200人の従業者を擁する大製鉄
所に達した.以後， I可製鉄所の経営は縮小局面に入り， 1968年にはボンベイ製鋼新会社 (SNAP)に
経営を引継ぎ， 1979年サシロールグループに吸収された後， 1981年に国有化された.国有化の後，
!司製鋼所は 1982年から 1986年の開に2900名の人員整理Iを行う方針を発表した.さらに 1983年には
1986年までに高炉を廃止することが決定付けられ，実際， 1986年には全ての操業が停止した.これ
によって発生した遊休地は全体で約120haであった.
ボンベイ地!玄の再開発は製鋼所の閉鎖が決定付けられた夜後から，跡地利用計画が模索され， 1980 
年代後半には，プレアヴァロア(l6ha; 1985年)およびポンペイアンダストリエ(l5ha; 1986年)， 
バラージュ (4.5ha; 1988年)の 3地区(計35.5ha)が先行的に整備された. 1986年J;j、l年はEPMLが
事業主体となっている. 1990年代になると，両河川合流点の「半島音15JのIEl鉱誼処分場の約40haが
バンラダム地区として さらに製鉄所本部のあったエッフェル地包(約30ha) モーゼル運河に面す
るラ・ヌーベル(8 ha)が産業団地として整備されてきた(第11図)• 
2001年現在の進出企業として，約60社を数える. 200 人弱の従業者を擁する日本のクラリオン社
(プレアヴァロア)が雇用規模としては大きく，他に，有名企業としては，デリパピエ千1:，デュポ
CUSTINES 
唱昆
図工業団地整備区域
Efel 工業団地名称
組 立地企業建物・18鉄山坑口跡
POMPEYコミュー ン名
一一陣鉄道線
一一-鉄道引込線
POMPEY 
500m N⑨ 
第1図 ポンペイ地区の産業遊休地整備 (2001年)
(EPML資料およびIGN発行2万5千分の 1地形図より作成)
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ン・メデイカル社(ともになどが挙げられる.製造業に関しては1200人程度の雇用を生じさせた.
なお，車載用の音響機器を製造するクラリオン社は同社の欧州生産拠点として 1983i三に進出した
ものであるが， 1997年にはハンガリー工場を発足して基捻組立等の前工程を移管し，欧州内におけ
る工程1号分業を確立した.ハンガリー工場では賃金水準で、優位にあるが， EU域内への輸入には14%
の関税障壁が横たわっている.このためフランス工場においては，ハンガリー工j揚で生産した半製!日
に対して最終組立・ tl1;1包を施して欧州市場に供給するという体制を敷いている.
ill-3 ロングウィ地区の整備事業
本地区は，ムルト・エ・モーゼル県の最北部，ベルギーおよびルクセンブルグと国境を接する地区
である.INSEEの統計単位地区として，ロングウィ地区と言った場合，ロングウイ，モンサンマル
タン，エルセランジユ，ヴイレルフ，ロングヨンの 5カントンの50コミューンが含まれる(人口8.3
万).一方，コミューンの連合組織としてのロングウイ地区 (Districtde l'Agglomeration de Longwy) 
は，ロングウイの約15kml習に含まれる 17コミューン(人口54，856人)を指す.INSEEの統計単位地
区としてのロングウイ地底の人口は，以下に示すような産業再編によって， 1975年105，250，1982年
94，586， 1990年84，062，1999 if. 82，643とJ住移しており，この四半i止紀の間に約2.3万人の人口が失わ
れているIj)
1::1心者15"1としてのロングウィは，ルイ 14itl~ の 11寺イ℃に設計・建造された要塞都市である.要塞者15rlT
の崖 iじには，シエール)1 (ムーズ}Iの支流)にその支流が流れ込むことによって Y字状の狭小なi万
谷が形成されている， 1866年にロングウィ鉄山が関かれて以降，産業化が推進された(第121sJ). 
仏独戦争後の1873年にロングウィ製鉄所，続いてシエール製鉄所，さらに 1883年にはセネル製鉄
所が操業を開始した.これらより以前にも，シエール;1下流部のレオンにはプロヴイダンス製鉄所が
が1866年に操業を開始している.これらの製鉄所合わせて，全盛期の1960年代には 2万数千人の鉄
鋼労働者が従事していた.
これらの製鉄所のうち，ロングウイ製鉄所およびセネル製鉄所は 1966年にユジノール社へ吸収，
シエール製鉄所とプロヴイダンス製鉄所に関しては1978年から 1979年にかけてユジノール社へ吸収
され. 1981年には全て国営企業ユジノール社の事業所へと再編された.国営化後は， 1984年より大
規模な人員削減が進められ，ロングウィ製鉄所は1987年までに全ての製鉄所が閉鎖された.その跡
地は[ゴングウイ製鉄所とシエール製鉄所で、計210ha. セネル製鉄所120ha，プロヴイダンス製鉄所
70haの合計400haに達した.なお， 120年の歴史を有するロングウイ・モンサンマルタン鉄山も 1983
年 7月末でf:i1Ulとなった.
ロングウィ地区における製鉄所の閉鎖計画の過程で、浮上してきたのが， PED (開発のヨーロッパ極)
計画である. PED言j'匝iとは， 1985年に開始されたフランス・ベルギー・ルクセンブルグの 3カ自国
境地域の総合開発プロジェクトであり，その第2期計画期間(1992-94年)からは欧州地域開発基金
のインターレグ・プロジェクトに認定された. PED計画は，概述したようなフランス政府の転換の
計画や「北東アーチの都市PACTJ とも重なりを有している.
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第12図 鉄鋼業全盛期のロングウィ地区(1963年)
(IGN発行2jJ 5千分の 1j也形Izl)
PED計画の¥:1]でも最も主要なプロジェクトは 3国にまたがるシエールj可谷の産業遊休地500ha
(フランス部分210ha)を国際産業団地 (PIA)に整備する構想であり， 1989年に供用を開始した.計
画当初，フランス5，500人，ベルギ-1，500人，ルクセンブルグ1，000人の計8，000人の新規雇用創出が
目標とされた.2001年現在，フランス側のロングウイ国際産業団地への進出企業は，デーウ電子
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(557人)，アメリカの合成繊維 (290人)を含め， 19社， 1，200人であり，当初の呂標の 5分の lを満
たすにすぎない.
PED計画の当初の構想から既に 15年が経過しているが，際立った成功を収めているとは表現し難
いというのが現状であろう.第 2表にみるように， 1999年のセンサスにおいて本地区の人口減少の
程度は緩和し，給与労働者数も確かに 1982年の水準に戻つてはいるが，これらはルクセンブルグや
ベルギーへの越境通勤者の大幅な増加によってもたらされていると言ってもよい.
なお， PED計画に関連した産業団地整備としては，一定の成果が認められるヴィレル・ラ・モン
ターニュ産業団地整備が挙げられる. I司産業団地は，ロングウィから 10km南東の同名のコミューン
に位置する工業回地である.本産業団地の開発の歴史は比較的古く，地域産業構造を多角化する目的
で1966年に整備会社が発足し， 1968年に完成した.当初4社 1 haが分譲されたに過ぎなかったが，
1994年にPED計画の枠組みの中で，工業団地の拡張が方向付けられた.これによって 1996年に50ha
の産業用地の拡張が完了した.ロングウイ地区の失業率増加に伴い応急避難的に撃備されたものと言
えよう. 2002年現在， 21社の進出企業を数える.プジョーのアルミダイカスト部品工場 (358人)， 
プレス部品を製造するユーロスタンプ社 (300ノリ，韓国系デーウの家電工場 (291人)，ゴム製品を
生産するトーカイ (203人)などが代表的企業であり，約2，000人の雇用機会を生じさせている.
副次的に造成された産業団地が， PED計画の核となるロングウィ国際産業団地よりもはるかに上
回る雇用創出を実現しているのは，皮肉な結果ではある.これには，国境と直に接している地底より
もある程度の距離を限てている方が地域労働市場の i二で、の隣接国との対抗が小さい，狭小な河谷に位
る産業遊休地の再開発よりはロレーヌ平原上の新規造成地の方が立地イメージが優れている，な
どの理由が考えられよう.
虫-4 アルゼ y ト地区の整備事業
アルゼット地区は，ルクセンブルグと国境を接する整備地 i玄である(第 131~]) .本地区のモーゼル
!日凌北端をルクセンブルグ領内に流れ出るアルゼット)1とその支流が関析している.かつてルクセン
ブルグとフォントイ方面を結んだ、鉄道線は，急、勾配を緩和するべく大きなループを描いている.本地
区に位置する 5コミューンは地理的一体性を持ちつつも長い間仏独間の係争の下におかれ， Thilおよ
第2表 ロングウィ地区1)における人口・就業動態 (1982・90・99年)
1982年 1990年 1999年
人口 94，586 84，062 82，643 
就業人口 35，120 31，240 34，767 
給与労働者数 28，472 24，739 28，257 
自域内就業者数お 13，304 9，521 6，778 
他国就業者数 2，687 5，878 N.A. 
失業者数 3，674 3，742 4，215 
1) INSEEの統計単位地域 (zoned'emploi) に基づくロングィ地区.
2 )各JiHlコミューンで就業する人口の総手1.
(Recensement de la population， より作}主)
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第13図 アルゼット地[Rの地域整備
(EPML資料より作成)
び、Villeruptの2コミューンはムルト・エ・モーゼル県， Audun-le-Tiche， Redange， Russangeの3コ
ミューンはモーゼル県に位置しており，今日も行政上は2県に分断されている.
石炭層が地表付近にまで達している本地域の鉄山開発も独仏戦争前後からの歴史がある.オウブリ
ヴ・ヴイレルプ鉄[lJおよびモンルージュ鉄山は1870年 レダンジュ鉄[1は1888年 ミシェピル鉄山
は1896年にそれぞれ採掘を開始した. 1870年代には，オーダン・ル・ティシェおよびヴィレルプに
製鉄所の立地もみた.ヴイレルプのミシェピル製鉄所は， 1873年に高炉の操業を開始し， 1876年に
は鋼鉄工場の操業を開始した.
ミシェピjレ鉄lU・製鉄所を例にとれば，同事業所は1913年には3，600人の労働者を雇用し，年間36
万 5千tの鋳鉄とそれに基づく 30万 9千tを生産していた. 1929年には年産鋳鉄47万t，鋼鉄40万t
に達していた.このような製鉄業の発達に伴って 1861年に561であったヴイレルプ・コミューンの
人口は， 1901年に5，449，1914年には l万に達した.国外から多くの移民労働者を迎え20世紀の初頭
には，イタリアやポーランドからの移民労働者が 7~8 割を占めていた (EPML ， 2000， p.23). 鉄
道用のレールの生産で、知られたミシェピル製鉄所は， 6高炉からなる一貫製鉄所であり， 1964年に
は4，100人従業者規模であった.
本地域の製鉄業が縮小期を迎えるのは他地区よりも早く，オウブリヴ・ヴイレルプ鉄山およびレダ
ンジュ鉄山は1962年，オーダン・ル・ティシェ製鉄所は1964年には廃止されている.その後， 1980 
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年代における一斉合開化計画の中でミシェビ、)I-'鉄LIJは1981ij二 ミシェピル製鉄所は 1986{jえに閉鎖と
なった.残るモンルージュ欽UJは，製鉄j升の閉鎖後もルクセンブルグの製j;失所にj及鉱石を供手合してい
たカヘ 1997 年に I~j 山となった.
以上のような鉄ILJ .製鉄j好の閉鎖によって遊休化し，産業遊休地整備言I-fimの対象となった区域は，
総計で537haに及ぶ.これらのうち， 1964年に閉鎖されたオーダン・ル・ティシェ製鉄所跡の約20ha
にi均しては比較的早い時期にアルゼット ZACとして整備されていたが，他の区域に!均しては， 1988 
{j'eより EPMLが整備事業に若手した.
なかでも大規模な事業は， ミシェピル鉄UJ.製鉄所跡の370haのi玄域の荏備事業である.本区域で
は土壌および植生の荒廃が著しく，土壌保全およびh立生回復が重要課題となった.延長 5kmに及ぶ
擁堕が数重に設置することによって地控整備を行い，さらに将来の産業団地整備をも考慮した植栽計
画によってお万本にもおよぶ樹木が植樹された. laJ事業は 1999年までに完了しているが，具体的な
企業誘致の計画はなく，現状では経済開発というよりは土地保全と余暇空間の創出に事業の意義が見
出せると言っても過言ではない.このほか，モンルージュ鉄山跡を含む130haの遊休地には，ルクセ
ンブルグ側と共同して流通業務基地を整備する事業が進められている.
第3表に示すように，本地1><:の各コミューンでは地元雇用機会の喪失の結果 自コミューンにおけ
る就業率が著しく低下する一方，ルクセンブルグへの越境通勤が増加傾向にある. 1990年現在の越
境通勤率は40%であるが， 1999年の毘勢調査H寺点で、は越境通勤率は50%を上回っているものと推察
される.実際，かつて産業用に活躍した鉄道線はルクセンブルグ国鉄による通勤路線となり，鉄鉱石
および鉄鋼の集散!択としての役割を果たしたオーダン・ル・ティシュ!択は，いまやパーク・アンド・
第 3表 アルゼァト地区の各コミユーンにおける就業人口・白域内就業者数・越境通勤者数
(1982・90・99年)
Audun-le-Tiche Thil Redange Russange Villerupt 
'82 6，390 1，904 828 1，041 18，558 28， 721 
人口総数 '90 5，961 1，742 904 1，026 16，516 26，149 
'99 5， 750 1，574 827 1，069 16，260 25，480 
'82 2，349 697 264 378 4，602 8，290 
就業人口 '90 2，159 683 301 360 3，907 7，410 
'99 2，382 698 357 426 3，998 7，861 
， 82 943 112 51 39 2，611 
白域内就業者数 '90 698 102 44 37 1，680 
'99 408 58 22 31 1，197 
越境通勤者数
， 82 687 166 107 176 1，006 2，142 
'90 881 237 166 206 1，471 2，961 
， 82 40 16 19 10 57 
I~ 域内就業率(%) '90 32 15 15 10 43 
'99 17 8 6 7 30 
越境通勤率(%)
'82 29 24 41 47 22 26 
'90 I 41 35 55 57 38 40 
yt)越境通勤者の1999年はデータ欠.
(Recensements de la populationより作成)
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ライドの役割を果たすに至っている.2001年2月には ルクセンブルグの運輸大臣とフランス側の
当局者が会見して，ルクセンブルク、、への通勤の利便牲を高めるために旅客鉄道線をオーダン・ル・ティ
シュからヴィレルプないしミシェピルまで延伸する計画を発表した.
上述してきたように， 1960年代まで一大鉄鋼生産拠点をなしたアルゼット地区は，域内の経済的
再生によって活路を見い出すというよりは，ルクセンブルク、、の-郊外地域へと吸収される形で地域再
編が進行していると言えよう.
もJ 企土中口 圭五ロ
本稿では，鉄鋼業地域を中心にロレーヌ地域の産業発展-産業転換の過程をす見してきた. 19世
紀後半に産業化を達成したロレーヌ鉄鋼業地域は，第二次世界大戦後， ECSCの枠組みの中で，その
発展の限界が運命付けられ， 1980年代にはフランス型社会民主主義の政権運営の現実的転向の中で
鉄鋼業集積の解消を余儀無くされた.日本で中等教育を終えた者であれば誰しもが一度は耳にしたこ
とのあるはずの「ロレーヌ工業地域」は，今やわずかな残象をとどめるに過ぎない.
ロレーヌ地域の産業転換は1970年代より自動車産業等の代替産業の導入によって部分的に進めら
れてきた. しかし， 1980年代中期には思営製鉄所の相次ぐ閉鎖に伴って大量解雇.I喪失業率に本地
域は直面することになった.このような問題状況に加えて， EU 地域開発基金の運用，フランス国内
における地域開発体系の整備によって， 1980年代後半からロレーヌ地域の産業転換政策は新たな段
階へと達した.マーストリヒト条約以降の本地域の産業転換政策の基本的なスタンスは， Iブルーバ
ナナjと通称されるヨーロッパの中軸地帯に隣接し， しかもパリー南西ドイツを結ぶ交通の要衝に位
置する地の利を生かした再開発にある.確かにロレーヌ地域を中心に半径300kmの範囲には人口
7000万の巨大消費市場が横たわっているのであり (Rimbert，1997)，賃金水準からしてもイル・ド・
フランスや南西ドイツに比べれば立地上極めて好条件の下にある.事実，自動車および電気-電子機
器工業等の加工組立産業や各業種の物流基地の導入に一定程度成功をおさめてきた.
1980年代後半から進行してきた産業遊休地整備の倍々に関しては 現在のところそれぞれの遊休
地に富有の立地条件が明暗を分けていると判断できる.ボンベイ地区のように大都市域に近隣する開
発拠点では企業誘致が順調に推移しているのに対して 北部国境地域では必ずしも}I真調ではない.た
だし，このような産業基盤整備のストックは短期間で評価が定められるものでもない.
懸念されることは，一定程度導入されてきた代替産業の多くは，加工組立系の労働集約的特徴を有
する業種であるということである. EU拡大が実現すれば，本地域の製造業が!日東区大留の産業発展と
真っ向から競合することは不可避である.今日までEU域外に対ーする関税障壁があってこそ維持され
てきた労働集約的工業も近い将来には再編されざるを得ない.こうしたことからすれば，本地域がい
かに技術集積を充実させ，労働市場の上での周辺的地位からいかに脱却するかが産業転換政策の重大
な課題となりつつあると言える. しかし，ロレーヌ地域は，前稿で扱った北フランスほどには中小製
造業の技術集積には恵まれておらず， しかも東隣するアルザス地域ほどには研究開発労働者の人的資
本の蓄積は大きくない.
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Redevelopment of Declined lndustrial Area in the Lorraine Region 
Hironobu ODA 
This paper which focuses on the Lorraine region is a subsequent report by the author about the 
new aspects of French declined industrial areas after the EU integration. It refers to， firstly， historical 
overview of industrial growth and decline in the Lorraine region， and secondly， industrial conversion 
in some sub-regions. 
1n this region， the iron and steel industry developed rapidly after the Franco-Prussian war of 
1870. 1n particular， the discovery of the dephosphorisation process known as 'Thomas method' 
stimulated remarkable growth of the steel industry. Until the 1960s， the yearly steel production 
reached into 13 millions tons that mean 60% of the national production， with 110 thousands workers 
in the mines and steel plants. 
However， inthe politico屯conomicalregime of ECSC， the Lorraine iron district faced a di百icult
time with increasing unemployment after the 1970s. The workers decreased from 90 thousands in 
1975 to 45 thousands in 1985. The rationalization policy of national firms by the Mitterrand 
Administration dismIssed a mount of labors. 1n 1999， only 8 thousands remain in a few iron and steel 
plants. 
Then， after the mid-1980s， DAT AR， local government and EPML (Lorraine Metropolis Public 
Establishment) launched the programs for industrial conversion and redevelopment of industrial 
wastes with financial backing from the ERDF and FEDER. During 1986-1999， EPML has managed 97 
wastes (3，076ha) including 53 wastes (2，200ha) in the iron and steel district. 
This paper reported 3 cases of redevelopment programs; Pompey ZAC located at north of Nancy， 
Longwy PA1 (1nternational Activity Park) at the border area with Belgium and Luxembourg， and the 
Alzette valley that confronts the border line with Luxembourg. 
Key words: declined industrial area， industrial conversion， Lorraine Region， iron ore mining， iron 
and steel industry 
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写真7 アゴンダンジェ製鉄所跡
アゴンダンジェはメッスとテイ
オンピルの中間に位置するコミュー
ンである.同製鉄所は 1890年に操
業を開始し，最盛期の1970年には
6，210人を雇用した最大規模の製鉄
所であった.1984年の高炉閉鎖後，
その跡地は一大レジャーランドに
生まれ変わった.写真奥には製鋼
工場が残る.
(2000年，An也:eHUMBERT氏撮影)
写真8 アルゼッ ト地区のオーダン・ル・
ティシェ駅付近
駅の|向こうにはロレーヌ地域最
後のIFIモンルージュ鉄山があ り，
1997年まで操業を続けた 大きく
ループ線を描くフ ランス側の鉄道
線は廃止となり ，ルクセンブルグ
国鉄が乗り入れている.かつての
鉄鉱石鋼材の運搬拠点であった
同駅は，ルクセンブルグへの越境
通勤のための乗換点となっている.
(2001年7月17日，小田t最影)
写真9 オjレヌ地区ロンパ製鉄所の高炉跡、
ロンパ製鉄所の高炉は1999年ま
で操業を続けた 2001年の時点で
既に高炉設備が取り払われて更地
となっている.LD転炉を有する製
鋼工場と圧延工場は操業を継続し
ている，これらの鉄鋼コンプレッ
クスの周辺には広大な労働者住宅
が拡カfっている.
(2000年， Andre r町MBERT氏撮影)
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写真10 Freyming-Merlebachコミュ ンの
Cuvelete竪坑
ドイツ国境まで約1.5kmの地点.
ロレーヌ炭田の中でも最後まで操
業を続けている竪坑である.同コ
ミューンは今日なお炭坑町の趣き
を呈しているが， 2005年には完全
閉山の予定である
(2001年7月10日，小田撮影)
写真1 Folschviler炭坑跡
パサン ・ウィユ(産炭地域)の
石炭層の深度は西方ほど大き いた
め，西方の炭坑では早い時期に閉
山となったものが多い.Folschviler 
炭坑も 1979年に閉山されており ，
その後，炭坑施設跡は工業団地に
再整備された.今日も，炭坑の櫓
は歴史的建造物として保存され，
工業団地の絶好のランドマークと
なっている.
(2000年，釦ldreHUMBERT氏撮影)
写真12 スマートビル
サルグミン南方の約60ヘクター
ルの敷地にMCC-France社と， そ
の関連会社を含む12社が立地 し
て，超小型乗用車 「スマート」を
生産している.同工業団地は「ス
マートピル」の名称で呼ばれてい
る.立地決定は1994年，操業開始
は1997年で，約2，000人の雇用を
生み出した.
(2000年，必ldreHUMBERT氏撮影)
